
（別紙様式４）

〒
（住所）
（電話）

〒
（住所）
（電話）

昼夜

1,720 単位時間 960 単位時間 2,460 単位時間 0 単位時間 0 単位時間 0 単位時間

年 単位 単位 単位 単位 単位 単位

160 人 92 人 人 0 % 5 %

人
人
人
人
％

■就職者に占める地元就職者の割合 (F/E)
％

■卒業者に占める就職者の割合 (E/C)
％
人

（令和 6

受審年月：

（Ａ：単位時間による算定）

単位時間

単位時間

単位時間

単位時間

単位時間

単位時間

単位時間

（Ｂ：単位数による算定）

単位

単位

単位

単位

単位

単位

単位

人

人

人

人

人

人

人

第三者による
学校評価

■民間の評価機関等から第三者評価： 無
※有の場合、例えば以下について任意記載

評価団体：
評価結果を掲載した
ホームページＵＲＬ

（うち企業等と連携したインターンシップの単位数）

教員の属性（専任
教員について記

入）

 ① 専修学校の専門課程を修了した後、学校等において
その担当する教育等に従事した者であって、当該専門課
程の修業年限と当該業務に従事した期間とを通算して六
年以上となる者

（専修学校設置基準第41条第1項第1号） 1

 ② 学士の学位を有する者等 （専修学校設置基準第41条第1項第2号） 5

 ③ 高等学校教諭等経験者 （専修学校設置基準第41条第1項第3号） 0

 計 6

上記①～⑤のうち、実務家教員（分野におけるおおむね５年以上の実務の経験を有し、かつ、高度
の実務の能力を有する者を想定）の数

0

 ④ 修士の学位又は専門職学位 （専修学校設置基準第41条第1項第4号） 0

 ⑤ その他 （専修学校設置基準第41条第1項第5号） 0

うち企業等と連携した演習の授業時数

うち企業等と連携した必修の演習の授業時数 0

総単位数

うち企業等と連携した実験・実習・実技の単位数

480

うち必修授業時数 0

うち企業等と連携した必修の実験・実習・実技の授業時数 0

法務省、厚生労働省、国土交通省、東京国税局、関東信越国税局、気象庁、出入国在留管理庁、会計検査院、公正取引委員会、個人情報保護委員会、埼
玉県、千葉県、荒川区、板橋区、古河市、朝霞市、春日部市、熊谷市、警察庁、警視庁、東京消防庁、埼玉県警、川口市消防局、木曽広域消防本部、海上
自衛隊、陸上自衛隊、国立病院機構

うち企業等と連携した必修の実験・実習・実技の単位数

（うち企業等と連携したインターンシップの授業時数） 0

うち企業等と連携した必修の演習の単位数

当該学科の
ホームページ

URL
URL：https://www.omiya-kaikeihoritsu.ac.jp/

98
■進学者数 0
■その他

進路未決定者1名

うち企業等と連携した演習の単位数

うち必修単位数

企業等と連携した
実習等の実施状況
（Ａ、Ｂいずれか

に記入）

総授業時数 1,720

うち企業等と連携した実験・実習・実技の授業時数 0

2 昼間
※単位時間、単位いずれ
かに記入

生徒総定員 生徒実員(A) 留学生数（生徒実員の内数）(B) 留学生割合(B/A)

0

（令和6年度卒業生）

53
■地元就職者数 (F) 18
■就職率 (E/D)　　　　　　　　　　： 100

34

就職等の状況

■卒業者数 (C)　　　　　　　　： 54
■就職希望者数 (D)　　　　　： 53
■就職者数 (E)　　　　　　　　：

年度卒業者に関する令和7年5月1日時点の情報）

■主な就職先、業界等

学科の目的
学校教育法に基づき人格の陶冶と法律、行政、ビジネスおよび一般教養に関する正しい知識を身につけ日本経済の発展に貢献できる人材の育成を目的とする。また、警
察官・消防官・自衛官を目指すものに対しては、マシントレーニング実習を導入し、体力試験に向けた体力強化を図るとともに、警察官・消防官・自衛官に不可欠な正義感
と精神力を身につけた人材を育成することを目的とする。

学科の特徴（主な
教育内容、取得可

能な資格　等）
取得可能資格:漢字能力検定・ビジネス能力検定・秘書検定

修業年限
全課程の修了に必要な総授業時数又は総

単位数 講義 演習 実習 実験 実技

法律専門課程 法律学科 平成17(2005)年度 - 平成26(2014)年度

分野 認定課程名 認定学科名 専門士認定年度 高度専門士認定年度 職業実践専門課程認定年度

中退率

令和7年7月31日

330-0854

048-658-4110
設置者名 設立認可年月日 代表者名 所在地

学校法人立志舎 平成10年10月30日 塚原　一功 東京都墨田区錦糸1-2-1
130-8565

03-3624-5441

東京ＩＴ会計公務員専門学校
大宮校

平成15年3月31日 鈴木　崇之 埼玉県さいたま市大宮区桜木町一丁目152番地1

職業実践専門課程等の基本情報について

学校名 設置認可年月日 校長名 所在地

文化・教養



種別

①

③

③

③

（年間の開催数及び開催時期）

髙橋　正臣　氏 墨田区産業振興課産業振興担当
令和6年4月1日～
令和7年3月31日（１年）

　※委員の種別の欄には、企業等委員の場合には、委員の種別のうち以下の①～③のいずれに該当するか記載するこ
と。
　（当該学校の教職員が学校側の委員として参画する場合、種別の欄は「－」を記載してください。）
　　　①業界全体の動向や地域の産業振興に関する知見を有する業界団体、職能団体、
　　　　地方公共団体等の役職員（１企業や関係施設の役職員は該当しません。）
　　　②学会や学術機関等の有識者
　　　③実務に関する知識、技術、技能について知見を有する企業や関係施設の役職員

（４）教育課程編成委員会等の年間開催数及び開催時期

年2回　（8月、1月）

（開催日時（実績））
第23回　令和6年8月26日　10：00～11：00　　本委員会
第24回　令和7年1月27日　16：00～17：00　　本委員会

鈴木　崇之 東京IT会計公務員専門学校大宮校　校長
令和6年4月1日～
令和7年3月31日（１年）

高野　健一郎
東京IT会計公務員専門学校大宮校
法律学科　教務部課長

令和6年4月1日～
令和7年3月31日（１年）

原澤　祐司
東京IT会計公務員専門学校大宮校
法律学科　教務部課長

令和6年4月1日～
令和7年3月31日（１年）

（５）教育課程の編成への教育課程編成委員会等の意見の活用状況

１．「専攻分野に関する企業、団体等（以下「企業等」という。）との連携体制を確保して、授業科目の開設その他の教育課
程の編成を行っていること。」関係

（１）教育課程の編成（授業科目の開設や授業内容・方法の改善・工夫等を含む。）における企業等との連携に関する基本
方針
企業・業界団体との連携により、必要となる最新の知識・技術・技能を反映するため、企業・業界団体からの意見を十分に
活かし、カリキュラムの改善等の教育課程の編成を定期的に行う。

（２）教育課程編成委員会等の位置付け
※教育課程の編成に関する意思決定の過程を明記

１．教育課程編成委員会を「ＩＴ」「会計」「法律」「ビジネス」「動物」それぞれの分野ごとに設置する。教育課程編成委員会は
業界関係者、有識者および学園職員で構成する。
２．カリキュラム作成委員会は「ＩＴ」「会計」「法律」「ビジネス」「動物」それぞれの分野ごとに設置する。カリキュラム作成委員
会は関連する学校・関連する学科ごとの責任者全員で構成する。
３．カリキュラム作成委員会において教育課程を作成する。
４．カリキュラム作成委員会において作成した教育課程を教育課程編成委員会全体会および各学校・各学科ごとの分科会
において検討を行う。
５．教育課程編成委員会は、カリキュラム改善への意見をカリキュラム作成委員会に提言する。
６．カリキュラム作成委員会は、その意見を組織としてカリキュラムの改善を検討吟味し決定する。
７．カリキュラム作成委員会は、教育課程編成委員会の提言を十分に活かしカリキュラム改善等の教育課程の作成を定期
的に行う。

（３）教育課程編成委員会等の全委員の名簿

吉田　康一　氏
自衛隊埼玉地方協力本部
さいたま地域事務所長

令和6年4月1日～
令和7年3月31日（１年）

令和７年１月27日現在

久米村　香　氏
自衛隊埼玉地方協力本部
さいたま地域事務所広報官

令和6年4月1日～
令和7年3月31日（１年）

名　前 所　　　属 任期

増田　智光　氏 埼玉県行政書士会　総務部　部長
令和6年4月1日～
令和7年3月31日（１年）

塩入　悟
東京IT会計公務員専門学校大宮校
法律学科　教務部課長

令和6年4月1日～
令和7年3月31日（１年）

岡本　規之
東京IT会計公務員専門学校大宮校
法律学科　教務部課長

令和6年4月1日～
令和7年3月31日（１年）

※カリキュラムの改善案や今後の検討課題等を具体的に明記。



コミュニケーション能力・スキルの重要性に関しては各委員共通の事項であった。これまでも職業実務ⅠAの講座で「コミュ
ニケーション能力向上のための講座」を実施していたが、今後も行っていく予定である。目標達成のためのスケジュール管
理の重要性についても、１年時入学時に就職セミナーⅠで「目標管理トレーニング講座」を実施している。また、多様性を理
解するための講座として「ダイバーシティ講座」を昨年から実施している。また、近年のカスハラ対策として昨年同様、職業
実務ⅡCで「アンガーマネジメント講座」を実施したのに加え、今年からは「ハラスメント講座」も実施した。



科　目　名 連　携　企　業　等

２．「企業等と連携して、実習、実技、実験又は演習（以下「実習・演習等」という。）の授業を行っていること。」関係

担当職員と官公庁の担当職員または関連業界団体講師と事前に打ち合わせを行い、講義の内容についてその骨子を定め
る。期間中は担当職員が日常的な指導を行い、官公庁担当職員および関連業界団体講師の講義や助言を受けつつ、成績
評価・単位認定を行う。

日本年金機構大宮年金事務所
日本損害保険協会
J-FLEC

職業実務ⅠA
キャリアフラッグ株式会社
石坂綜合法律事務所

職業実務ⅡA
㈱ビジネスブレイン太田昭和
埼玉労働局　雇用環境・均等部
㈱目標管理トレーニング

株式会社　JBE

（１）実習・演習等における企業等との連携に関する基本方針
職業教育を通じて自立した志の高い人材をより多く確保し、社会に出すことを基本方針とする。

（２）実習・演習等における企業等との連携内容
※授業内容や方法、実習・演習等の実施、及び生徒の学修成果の評価における連携内容を明記

（３）具体的な連携の例※科目数については代表的な５科目について記載。

職業実務ⅠC
埼玉県警大宮警察署
自衛隊埼玉地方協力本部
彩の国さいたま人づくり広域連合

職業実務ⅡB

企業連携の方法

１．【校内】企業等から
の講師が全ての授業
を主担当

トレーニング演習Ⅰ

科　目　概　要

１．【校内】企業等から
の講師が全ての授業
を主担当

１．【校内】企業等から
の講師が全ての授業
を主担当

１．【校内】企業等から
の講師が全ての授業
を主担当

２．【校内】企業等から
の講師が一部の授業
のみを担当

社会人になるにあたり、ローンの
組み方などの金融の基礎知識を
身につけるとともに、年金や定年
後のライフプランを考えるうえで重
要な各種保険、医療介護保険の
制度について学ぶ。

働くときに必要な労働法や企業内
法理の一つであるコンプライアン
ス、社会人になってからの個々の
目標設定方法について学ぶ。

警察、自衛隊、市町村（事務・消
防）における現場の仕事を理解し、
就職活動や生活に活かしていく。

コミュニケーション能力の向上、ビ
ジネスマナーの習得、社会人に
なってからのクレームの対応方
法、高齢者・障碍者に対する対応
方法を学ぶ。

警察官や消防官試験で実施され
る体力試験を視野に入れながら、
筋力アップを目標に正しい器具の
使用方法・効果的なエクササイズ
を学び、実践していく。



研修名：

期間：

内容

研修名：

期間：

内容

研修名：

期間：

内容

研修名：

期間：

内容

研修名：

期間：

内容

研修名：

期間：

内容

研修名：

期間：

内容

研修名：

期間：

内容

研修名：

期間：

内容

令和7年2月17日（月）、18日（火） 対象：
法律学科（警察官・消防官・
自衛官コース）教員

応急手当（心肺蘇生法・AEDの取り扱い方法）を指導するものとしての講習を受講。

②指導力の修得・向上のための研修等

「人権問題の現状と課題」、「インクルーシブ教育の推進について」。

合同人権研修 連携企業等： 竹内良

令和6年12月24日（水） 対象： 法律学科全職員

LGBTQ及び障碍者差別について

②指導力の修得・向上のための研修等

人権問題概論

合同人権研修 連携企業等：

さいたま市応急手当普及員講習 連携企業等： さいたま市消防局

（１）推薦学科の教員に対する研修・研究（以下「研修等」という。）の基本方針
※研修等を教員に受講させることについて諸規程に定められていることを明記

「学校法人立志舎　教員研修規定」において、以下のように定める。
１　研修は、教員に必要な専攻分野における実務に関する知識、技術および技能並びに、指導力の修得・向上を目的として
行う。
２　研修は教員に対して行い、個々の業務経験や能力、担当する授業科目や授業以外の担当業務等に応じて実施しなけ
ればならない。
３　学園は、教員の研修計画を策定・実施し、教員に研修を受講する機会を与えなければならない。
４　学園が必要と認められる場合は、他の企業等の関係機関と連携し研修を行うことができる。
５　教員は、学園が定めた教員研修計画に従い、研修目的を達成するため研修を受講しなければならない。

さいたま市応急手当普及員講習 連携企業等： さいたま市消防局

令和6年9月26日（木）、27日（金） 対象：
法律学科（警察官・消防官・
自衛官コース）教員

専修学校教員研修会 連携企業等： 埼玉県専修学校各種学校協会

令和7年6月28日（土） 対象： 法律学科新入職員

①専攻分野における実務に関する研修等
（３）研修等の計画

人権問題に関する講習 連携企業等： 埼玉県

令和6年7月22日（月） 対象： 法律学科責任者

学生・教員のための実践心理

専修学校教員研修会 連携企業等： 埼玉県専修学校各種学校協会

令和7年７月12日（土） 対象： 法律学科新入職員

専修学校と制度

専修学校教員研修会 連携企業等： 埼玉県専修学校各種学校協会

令和7年７月26日（土） 対象： 法律学科新入職員

カウンセリングの理論と実践

暮らしの中の人権 連携企業等： 埼玉県

令和7年7月25日（金） 対象： 法律学科責任者

未定

令和7年12月 対象： 法律学科全職員

未定

３．「企業等と連携して、教員に対し、専攻分野における実務に関する研修を組織的に行っていること。」関係

（２）研修等の実績
①専攻分野における実務に関する研修等

応急手当（心肺蘇生法・AEDの取り扱い方法）を指導するものとしての講習を受講。



（３）教育活動

・理念等に沿った教育課程の編成方針、実施方針を定めているか
・学科毎の修業年限に応じた教育到達レベルを明確にしているか
・教育目的・目標に沿った教育課程を編成しているか
・教育課程について、外部の意見を反映しているか
・キャリア教育を実施しているか
・授業評価を実施しているか
・成績評価・修了認定基準を明確化し、適切に運用しているか
・作品及び技術等の発表における成果を把握しているか
・目標とする資格・免許は、教育課程上で、明確に位置づけているか
・資格・免許取得の指導体制はあるか
・資格・要件を備えた教員を確保しているか
・教員の資質向上への取組みを行っているか
・教員の組織体制を整備しているか

（４）学修成果
・就職率の向上が図られているか
・資格・免許取得率の向上が図られているか
・卒業生の社会的評価を把握しているか

（５）学生支援

・就職等進路に関する支援組織体制を整備しているか
・退学率の低減が図られているか
・学生相談に関する体制を整備しているか
・留学生に対する相談体制を整備しているか
・学生の経済的側面に対する支援体制を整備しているか
・学生の健康管理を行う体制を整備しているか
・学生寮の設置など生活環境支援体制を整備しているか
・課外活動に対する支援体制を整備しているか
・保護者との連携体制を構築しているか
・卒業生への支援体制を整備しているか
・産学連携による卒業後の再教育プログラムの開発・実施に取組んで
いるか
・社会人のニーズを踏まえた教育環境を整備しているか

ガイドラインの評価項目 学校が設定する評価項目

４．「学校教育法施行規則第１８９条において準用する同規則第６７条に定める評価を行い、その結果を公表していること。
また、評価を行うに当たっては、当該専修学校の関係者として企業等の役員又は職員を参画させていること。」関係

（１）学校関係者評価の基本方針
学校運営に関し、自己点検・自己評価委員会でまとめた評価および改善計画が適切であるかを検証するため学校関係者
評価を原則として年1回実施し、その結果を公表する。

（２）「専修学校における学校評価ガイドライン」の項目との対応

（１）教育理念・目標

・理念・目的・育成人材像は、定められているか
・育成人材像は専門分野に関連する業界等の人材ニーズに適合して
いるか
・理念等の達成に向け特色ある教育活動に取組んでいるか
・社会のニーズ等を踏まえた将来構想を抱いているか

（２）学校運営

・理念に沿った運営方針を定めているか
・理念等を達成するための事業計画を定めているか
・設置法人は組織運営を適切に行っているか
・学校運営のための組織を整備しているか
・人事・給与に関する制度を整備しているか
・意思決定システムを整備しているか
・情報システム化に取組み、業務の効率化を図っているか

（６）教育環境

・教育上の必要性に十分対応した施設・設備・教育用具等を整備して
いるか
・学外実習、インターンシップ、海外研修等の実施体制を整備している
か
・防災に対する組織体制を整備し、適切に運用しているか
・学内における安全管理体制を整備し、適切に運用しているか



種別

卒業生

業界関係者

高校関係者

業界関係者

卒業生

卒業生

業界関係者

業界関係者

※（１０）及び（１１）については任意記載。

（９）法令等の遵守

・法令や専修学校設置基準等を遵守し、適正な学校運営を行っている
か
・学校が保有する個人情報保護に関する対策を実施しているか
・自己評価の実施体制を整備し、評価を行っているか
・自己評価結果を公表しているか
・学校関係者評価の実施体制を整備し評価を行っているか
・学校関係者評価結果を公表しているか
・教育情報に関する情報公開を積極的に行っているか

（１０）社会貢献・地域貢献
・学校の教育資源を活用した社会貢献・地域貢献を行っているか
・国際交流に取組んでいるか
・学生のボランティア活動を奨励し、具体的な活動支援を行っているか

立志舎高等学校　教頭
令和7年4月1日～
令和8年3月31日（１年）

加藤　雅士　氏 株式会社目標管理トレーニング　代表取締役
令和7年4月1日～
令和8年3月31日（１年）

黒川　千尋　氏 一般社団法人日本鉄鋼協会　経理グループ
令和7年4月1日～
令和8年3月31日（１年）

髙地　優輔　氏 社会福祉法人槇の里　いすみ学園
令和7年4月1日～
令和8年3月31日（１年）

・高等学校等接続する教育機関に対する情報提供に取組んでいるか
・学生募集活動を適切かつ効果的に行っているか
・入学選考基準を明確化し、適切に運用しているか
・入学選考に関する実績を把握し、授業改善等に活用しているか
・経費内容に対応し、学納金を算定しているか
・入学辞退者に対し、授業料等について、適正な取扱を行っているか

（８）財務

・学校及び法人運営の中長期的な財務基盤は安定しているか
・学校及び法人運営にかかる主要な財務数値に関する財務分析を
行っているか
・教育目標との整合性を図り、単年度予算、中期計画を策定している
か
・予算及び計画に基づき、適正に執行管理を行っているか
・私立学校法及び寄附行為に基づき、適切に監査を実施しているか
・私立学校法に基づく財務情報公開体制を整備し、適切に運用してい
るか

（１１）国際交流 なし

（７）学生の受入れ募集

（３）学校関係者評価結果の活用状況
「人事部で貴校の学生の採用面接を担当したとき、ほかの大学や専門学校生と比べ、将来像をしっかりと捉えていると感じ
ました。今後も将来を見据えた意欲の高い学生を育成していただきたいと思います。」との意見をいただいたので、官公庁
説明会や学内就職セミナーなどの実際に現場で働いている担当者からの説明を聞く機会を広げるため、官公庁や企業の
参加数を増やしていくようにする。また、企業等と連携して行う実習・演習等を充実させて、今後も将来を見据えた意欲の高
い学生を育成していく所存である。
「高校時代にはあまり勉強に向かない学生、生活習慣が良くない学生も進学後は見違えるような姿をみると、個々の先生方
が、厳しいだけではなく、一人一人の学生に声をかけ指導していることが大きいのではないかと思います。今後も学生一人
一人と向き合って、学生のレベル向上に努めていただきたい」との意見をいただいたので、本学独自の教育システムである
「ゼミ学習」を活かして、今後も学生一人一人と向き合って、学生のレベル向上に努めていく所存である。

（４）学校関係者評価委員会の全委員の名簿

名　前 所　　　属 任期

飯田　明　氏 飯田明公認会計士事務所　所長
令和7年4月1日～
令和8年3月31日（１年）

飯島　賢治　氏 株式会社　エスペシャリィ　営業部　部長
令和7年4月1日～
令和8年3月31日（１年）

井野崎　徹也　氏

塚本　充裕　氏 株式会社アトス・インターナショナル　管理部
令和7年4月1日～
令和8年3月31日（１年）

中村　直孝　氏 司法書士・行政書士にしき事務所　代表
令和7年4月1日～
令和8年3月31日（１年）



卒業生

業界関係者

　※委員の種別の欄には、学校関係者評価委員として選出された理由となる属性を記載すること。
　（例）企業等委員、PTA、卒業生等

（５）学校関係者評価結果の公表方法・公表時期
（ホームページ　・　広報誌等の刊行物　・　その他（　　　　　　　　　　　））
URL： https://all-japan.ac.jp/disclosure/

公表時期： 令和7年6月20日

東村　舜　氏
富士ソフト株式会社　ソリューション事業本部
インフラ事業部　インフラマネジメント部
ネットワークマネジメントグループ

令和7年4月1日～
令和8年3月31日（１年）

増田　智光　氏 さいたま行政書士合同事務所　代表
令和7年4月1日～
令和8年3月31日（１年）



（ホームページ　・　広報誌等の刊行物　・　その他（　　　　　　　　　　　））
URL： https://all-japan.ac.jp/disclosure/
公表時期： 令和7年7月31日

（１１）その他 ・学則
※（１０）及び（１１）については任意記載。
（３）情報提供方法

（８）学校の財務 ・事業報告書、計算書類、監査報告、財産目録

（９）学校評価
・自己評価報告書
・学校関係者評価報告書

（１０）国際連携の状況 ・留学生の受入れ

（５）様々な教育活動・教育環境
・学校行事への取組状況
・課外活動

（６）学生の生活支援 ・学生相談室、就職相談室

（７）学生納付金・修学支援
・学生納付金
・活用できる経済的支援措置

（２）各学科等の教育

・入学者に関する受入れ方針及び収容定員、在学学生数
・授業計画表（シラバス）
・進級・卒業の要件等
・取得資格、検定試験合格等の実績
・卒業者数、卒業後の進路

（３）教職員
・教職員数
・教員の専門性

（４）キャリア教育・実践的職業教育
・キャリア教育への取組状況
・実習・実技等の取組状況
・就職支援等への取組状況

（１）企業等の学校関係者に対する情報提供の基本方針
企業等の関係者が本学全般について理解を深めるとともに、企業等の関係者との連携および協力の推進に資するため、
本学の教育活動その他の学校運営の状況に関する情報を提供する。

（２）「専門学校における情報提供等への取組に関するガイドライン」の項目との対応
ガイドラインの項目 学校が設定する項目

（１）学校の概要、目標及び計画

・目的、特色
・校長名、所在地、連絡先
・学校の沿革
・その他の諸活動に関する計画

５．「企業等との連携及び協力の推進に資するため、企業等に対し、当該専修学校の教育活動その他の学校運営の状況に
関する情報を提供していること。」関係
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1 ○
社会科学概論
Ⅰ

政治経済に関する基本的な知識を正しく理
解し、演習問題の解答力を高めることを目
指す。 １

前
40 2 ○ ○ ○

2 ○
社会科学演習
Ⅰ

政治経済に関する演習を通して、基本的な
知識と概念の総合的な理解を目指す。問題
の選定にあたっては、該当分野の理解を深
められるよう多角的な視点で検討するとと
もに、国家公務員試験および地方公務員試
験の出題傾向を考慮する。

１
前

20 1 ○ ○ ○

3 ○
人文科学概論
Ⅰ

日本および世界の人々の生活・文化に関す
る地域的特色とその動向を、自然環境およ
び社会環境と関連させながら理解すること
を目指す。世界全体を総合的にとらえ、古
代・中世・近代（近世）および現代につい
ての歴史の理解を目指す。

１
前

40 2 ○ ○ ○

4 ○
人文科学演習
Ⅰ

地理、世界史に関する総合的理解をより一
層深めるために、種々の演習問題を多角的
に検討し、国家公務員試験・地方公務員試
験の出題傾向を考慮する。

１
前

20 1 ○ ○ ○

5 ○
自然科学概論
Ⅰ

数学、物理に関する基本的な知識を正しく
理解し、演習問題の解答力を高めることを
目指す。 １

前
40 2 ○ ○ ○

6 ○
自然科学演習
Ⅰ

数学、物理に関する演習を通して、基本的
な知識と概念の総合的な理解を目指す。問
題の選定にあたっては、該当分野の理解を
深められるよう多角的な視点で検討すると
ともに、国家公務員試験および地方公務員
試験の出題傾向を考慮する。

１
前

20 1 ○ ○ ○

7 ○
社会科学演習
Ⅱ

政治経済に関する基本的な知識を正しく理
解し、演習問題の解答力を高めることを目
指す。 １

後
40 2 ○ ○ ○

8 ○
社会科学演習
Ⅲ

政治経済に関連する演習を通じて、基本概
念の総合的な理解を目指す。演習問題の選
定にあたっては、理解を深めるための問題
を多角的に検討するとともに、教養知識検
定の出題傾向を考慮する。

１
後

20 1 ○ ○ ○

授業科目等の概要

（法律専門課程 法律学科）
分類

授業科目名 授業科目概要

配
当
年
次
・
学
期

授
　
業
　
時
　
数

単
 
位
 
数

授業方法 場所 教員

企
業
等
と
の
連
携



9 ○
人文科学概論
Ⅱ

現代文・英文等に対する読解力・内容把握
力・構成力等の基礎を理解することを目指
す。日本の歴史の展開を世界的視点に立っ
て理解し、日本の文化・芸術および思想等
の特色についての理解を目指す。

１
後

20 1 ○ ○ ○

10 ○
人文科学演習
Ⅱ

文章理解、日本史に関する総合的理解をよ
り一層深めるために、種々の演習問題を多
角的に検討し、国家公務員試験・地方公務
員試験の出題傾向を考慮する。 １

後
20 1 ○ ○ ○

11 ○
人文科学演習
Ⅲ

地理、世界史、日本史、国語に関連する演
習を通じて、基本概念の総合的な理解を目
指す。演習問題の選定にあたっては、理解
を深めるための問題を多角的に検討すると
ともに、教養知識検定の出題傾向を考慮す
る。

１
後

20 1 ○ ○ ○

12 ○
人文科学演習
Ⅳ

すべての常用漢字を理解し、文章の中で適
切に使える能力を身につけ、漢字能力検定
準２級合格を目指す。 １

後
40 2 ○ ○ ○

13 ○
自然科学概論
Ⅱ

数学、化学、生物、地学に関する基本的な
知識を正しく理解し、演習問題の解答力を
高めることを目指す。

１
後

40 2 ○ ○ ○

14 ○
自然科学演習
Ⅱ

数学、化学、生物、地学に関する演習を通
して、基本的な知識と概念の総合的な理解
を目指す。問題の選定にあたっては、該当
分野の理解を深められるよう多角的な視点
で検討するとともに、国家公務員試験およ
び地方公務員試験の出題傾向を考慮する。

１
後

20 1 ○ ○ ○

15 ○
自然科学演習
Ⅲ

数学に関連する演習を通じて、基本概念の
総合的な理解を目指す。演習問題の選定に
あたっては、理解を深めるための問題を多
角的に検討するとともに、教養知識検定の
出題傾向を考慮する。

１
後

20 1 ○ ○ ○

16 ○ 社会科学概論

政治経済に関する基本的な知識を確認する
とともに、より高度な知識を習得すること
を目指す。また、複雑な問題の解決に取り
組むことで、人格の涵養を図る。

１
前

40 2 ○ ○ ○

17 ○ 社会科学演習

政治経済、公共、時事に関連する国家公務
員試験および地方公務員試験の過去問題演
習を通して出題傾向を分析し、より実践的
な知識の習得を目指す。また、演習を通じ
て各分野における諸問題への理解を深め、
実社会の問題にも応用できる能力を養う。

１
前

60 3 ○ ○ ○



18 ○ 人文科学概論

地理、世界史、日本史、文章理解に関する
基本的な知識を確認するとともに、より高
度な知識を習得することを目指す。また、
複雑な問題の解決に取り組むことで、人格
の涵養を図る。

１
前

40 2 ○ ○ ○

19 ○ 人文科学演習

国家公務員試験および地方公務員試験の過
去問題の演習を通して、地理、世界史、日
本史、文章理解に関する出題傾向を分析
し、より実践的な知識の習得を目指す。ま
た、各分野における諸問題への理解を深
め、実社会の問題にも応用できる能力を養
う。

１
前

40 2 ○ ○ ○

20 ○ 自然科学概論

数学、物理、化学、生物、地学に関する基
本的な知識を確認するとともに、より高度
な知識を習得することを目指す。また、複
雑な問題の解決に取り組むことで、人格の
涵養を図る。

１
前

40 2 ○ ○ ○

21 ○ 自然科学演習

国家公務員試験および地方公務員試験の過
去問題の演習を通して、数学、物理、化
学、生物、地学に関する出題傾向を分析
し、より実践的な知識の習得を目指す。ま
た、各分野における諸問題への理解を深
め、実社会の問題にも応用できる能力を養
う。

１
前

40 2 ○ ○ ○

22 ○
社会科学概論
Ⅱ

政治経済及び時事に関連する講義を通じ
て、基本的な物事や概念の正確な理解を確
認するとともに、より高度な知識習得を目
指す。同時に、複雑な問題の解決に取り組
むことで、人格の涵養を目指す。

２
前

20 1 ○ ○ ○

23 ○
社会科学演習
Ⅳ

政治経済、公共、時事に関連する国家公務
員試験および地方公務員試験の過去問題演
習を通して出題傾向を分析し、より実践的
な知識の習得を目指す。また、演習を通じ
て各分野における諸問題への理解を深め、
実社会の問題にも応用できる能力を養う。

２
前

80 4 ○ ○ ○

24 ○
人文科学概論
Ⅲ

地理、世界史、日本史、文章理解に関連す
る講義を通じて、基本的な物事や概念の正
確な理解を確認するとともに、より高度な
知識習得を目指す。同時に、複雑な問題の
解決に取り組むことで、人格の涵養を目指
す。

２
前

20 1 ○ ○ ○

25 ○
人文科学演習
Ⅴ

地理、世界史、日本史、文章理解に関連す
る国家公務員試験および地方公務員試験の
過去問題演習を通して出題傾向を分析し、
より実践的な知識の習得を目指す。また、
演習を通じて各分野における諸問題への理
解を深め、実社会の問題にも応用できる能
力を養う。

２
前

80 4 ○ ○ ○



26 ○
自然科学概論
Ⅲ

数学、物理、化学、生物、地学に関連する
講義を通じて、基本的な物事や概念の正確
な理解を確認するとともに、より高度な知
識習得を目指す。同時に、複雑な問題の解
決に取り組むことで、人格の涵養を目指
す。

２
前

20 1 ○ ○ ○

27 ○
自然科学演習
Ⅳ

数学、物理、化学、生物、地学に関連する
国家公務員試験および地方公務員試験の過
去問題演習を通して出題傾向を分析し、よ
り実践的な知識の習得を目指す。また、演
習を通じて各分野における諸問題への理解
を深め、実社会の問題にも応用できる能力
を養う。

２
前

80 4 ○ ○ ○

28 ○ 職業実務ⅠＡ

企業研修や学生向けのビジネスマナー研修
などを業務としているキャリアフラッグ株
式会社の講師を招き社会人として必要な気
働き・気遣い、コミュニケーション能力を
向上させる講座の実施。そして聞き方、話
し方を中心に相手に対する対応の仕方を学
習する。また、社員研修や人材育成コンサ
ルティング事業を業務としている株式会社
目標管理トレーニングの講師を招き、卒業
後の進路選択を考える前段階として、日々
の学生生活を有意義なものとする意識の高
揚を目指す。

１
通

20 1 ○ ○ ○ ○

29 ○ 職業実務ⅡＡ

キャリア支援講座を主な業務とするキャリ
アフラッグ株式会社の講師を招き、社会人
になると様々な心のストレスを感じながら
仕事をすることになるので、アンガーマネ
ジメントの知識をつけ、メンタルコント
ロールがしっかりできるようにしていく。
また社員研修や人材育成コンサルティング
事業を業務としている株式会社目標管理ト
レーニングの講師を招き、就職し社会人に
なった後の目標設定と目標達成に関する講
座の実施をする。

２
通

20 1 ○ ○ ○ ○

30 ○ 判断推理Ⅰ

判断推理の問題演習を通じて、問題文で与
えられた条件や情報を正確に読み取る文章
読解能力やそれらを整理し論理的に思考す
る問題解決能力を養成し、確実に正答を導
き出す解答力を高める。

１
前

60 3 ○ ○ ○

31 ○ 数的推理Ⅰ

数的推理、資料解釈の問題演習を通じて、
問題で与えられた条件や情報を正しく読み
取る文章読解能力やそれらを整理し論理的
に思考し数式を立てて正確かつ速く計算す
る基礎数学力を養成し、確実に正答を導き
出す解答力を高める。

１
前

60 3 ○ ○ ○

32 ○
ビ ジ ネ ス マ
ナーⅠ

卒業後の進路選択を考える前段階として、
日々の学生生活を有意義なものとする意識
の高揚を目指すとともにビジネス実務の遂
行に必要な一般的な知識の習得および一般
的な業務を行うのに必要な知識・技能の習
得を目指す。

１
前

40 2 ○ ○ ○



33 ○
トレーニング
演習Ⅰ

筋力アップを目標に、正しい器具の使用
法・効果的なエクササイズを学び、実践す
る。

１
前

20 1 ○ ○ ○

34 ○
スポーツ総合
演習Ⅰ

運動を通じ、公安系公務員としての基礎体
力向上と協調性を養う。スポーツの基礎・
基本を理解し、公安系公務員に求められる
人間力（思考、判断、態度、行動）を習得
し、実践できるようにする。

１
前

40 2 ○ ○ ○

35 ○ 判断推理Ⅱ

計量以外の図形の問題である空間把握の問
題演習を通じて、問題で与えられた立体図
形や平面図形の構造を理解、イメージする
空間認識能力を養成し、確実に正答を導き
出す解答力を高める。判断推理の解答力を
維持するために判断推理の復習問題演習も
行う。

１
後

60 3 ○ ○ ○

36 ○ 数的推理Ⅱ

数的推理の中でもおもに図形の計量問題の
演習を通じて、基本的な図形の概念、図形
の性質や関係を理解したうえで図形を直感
的にとらえる発想力や数学的な推論に基づ
いて考察することで論理的な思考力を養成
し、確実に正答を導き出す解答力を高め
る。資料解釈の解答力を維持するために資
料解釈の復習問題演習も行う。

１
後

60 3 ○ ○ ○

37 ○
総合人間科学
概論Ⅰ

法務省専門職員（人間科学）採用試験で出
題される社会学、教育学、心理学に関する
基礎知識を学んだうえで、公務員試験に出
題される問題レベルに対応できる実力を養
成する。

１
後

20 1 ○ ○ ○

38 ○ 職業実務ⅠＢ

各職種の官公庁における現状・課題・問題
点などを認識し、将来の就職・生活に生か
すことができる知識を習得することを目的
とする。埼玉県警大宮警察署広報官の方を
招き警察組織の説明、現状・課題・問題点
についての講座の実施。学校などに出前講
座の仲介することを業務とする彩の国さい
たま人づくり広域連合の方にお声掛けし、
市役所の方や消防本部の方を招き、消防組
織・市役所組織の説明、現状・課題・問題
点の講座の実施。国防や災難救助を主な業
務とする自衛隊埼玉地方協力本部の方を招
き防衛省自衛隊組織の説明、現状・課題・
問題点の講座の実施をする。

１
通

20 1 ○ ○ ○ ○

39 ○ 職業実務ⅠＣ

転職者や新卒者の就職活動の企業紹介や指
導を業務とする埼玉労働局新卒応援ハロー
ワークの講師を招き、来年の就職活動に必
要な知識を理解し、就職準備に役立つ知識
を習得できる講座の実施（エントリー方
法・エントリーシートの書き方など）。学
生のキャリア支援講座を主な業務とする
キャリアフラッグの講師を招き、面接対策
として相手に上手く伝える話し方や自己Ｐ
Ｒに繋げられるように自己分析についての
講座の実施をする。

１
通

20 1 ○ ○ ○ ○



40 ○ 職業実務ⅠＤ

青山商事株式会社から講師を招き、ビジネ
ススーツの着こなし講座、メイクアップ講
座を実施し社会人としての身だしなみを学
習する。また、キャリアフラッグ株式会社
から講師を招き、ビジネスマナー、クレー
ム対応力を向上させる講座の実施し聞き
方、話し方を中心に相手に対する対応の仕
方を学習する。

１
通

20 1 ○ ○ ○ ○

41 ○
キャリアデザ
インⅠ

官公庁訪問、施設見学ならびに官公庁職員
による講演を聞き、５年後、10年後の将来
の自分像を具体的にイメージさせることを
目標とする。

１
通

40 2 ○ ○ ○ ○

42 ○
キャリアデザ
インⅡ

さまざまな公務員の職種等についての知見
を得て、自らが志望する官公庁や職種を決
定し、その志望先に就職することができる
ために必要な情報の収集と分析、整理を行
うことで、就職先の理解を深める。

１
通

40 2 ○ ○ ○ ○

43 ○
キャリアプラ
ンニングⅠ

働くということと社会人としての心構えな
どを踏まえたうえで、自分史などを含めた
自己理解を深め、エントリーシート作成の
ための力を養成する。

１
通

20 1 ○ ○ ○

44 ○
キャリアプラ
ンニングⅡ

文章作成の基本をしっかり身につけ、読み
手にきちんと伝わる文章を作成できる力を
養成する。また、培った文章作成能力を踏
まえて、口頭でも相手に自分の考え等をき
ちんと伝えことのできる力も養成する。

１
通

40 2 ○ ○ ○

45 ○
トレーニング
演習Ⅱ

トレーニング演習Ⅰを基本とし、各部位別
のトレーニングマシンについて学び、また
基本的なフリーウェイト種目も取り入れて
いく。

１
後

20 1 ○ ○ ○ ○

46 ○
コンピュータ
演習Ⅰ

コンピュータの仕組みと操作を踏まえたう
えで、コンピュータ操作の基本となるタイ
ピング技術の修得とWordによる文書作成の
基本操作を身につける。

１
通

20 1 ○ ○ ○

47 ○ 運動方法Ⅰ

トレーニングに関する科学的根拠と、それ
に基づいた安全で効果的なトレーニング方
法について理解する。また、ウォーミング
アップとウォームダウンに関する正しい知
識と技能を習得することで身体に対しての
理解を深める。

１
通

20 1 ○ ○ ○

48 ○
スポーツ科学
論Ⅰ

身体活動による生体の生理的応答及び効果
についての基礎知識を学び、トレーニング
効率向上を目指す。また、テーピングの基
本的知識・技術を理解し、身に付ける。そ
れにより、冷静な判断と対処ができる公安
系公務員の素養を養う。

１
通

20 1 ○ ○ ○



49 ○
スポーツ総合
演習Ⅱ

トレーニングに関する科学的根拠と、それ
に基づいた安全で効果的なトレーニング方
法について理解を深める。また自己でト
レーニング計画を策定し、自己に合ったト
レーニング計画を実施、継続をし、体力向
上を目標とする。

１
後

40 2 ○ ○ ○ ○

50 ○ 憲法Ⅰ

日本国憲法の人権規定及び統治機構の規定
について理解し、公務員試験に出題される
問題レベルに対応できる実力を養成する。 １

前
40 2 ○ ○ ○

51 ○ 民法Ⅰ

民法の総則及び物権の規定について理解
し、公務員試験に出題される問題レベルに
対応できる実力を養成する。

１
前

40 2 ○ ○ ○

52 ○ 民法Ⅱ

民法の債権及び親族・相続の規定について
理解し、公務員試験に出題される問題レベ
ルに対応できる実力を養成する。

１
前

40 2 ○ ○ ○

53 ○ 行政法Ⅰ

行政法の基本的な原理と行政手続法、行政
不服審査法、行政事件訴訟法、国家賠償法
の規定について理解し、公務員試験に出題
される問題レベルに対応できる実力を養成
する。

１
前

40 2 ○ ○ ○ ○

54 ○ 経済学Ⅰ

マクロ経済学に関する基礎知識を学んだう
えで、公務員試験に出題される問題レベル
に対応できる実力を養成する。 １

前
40 2 ○ ○ ○

55 ○ 経済学Ⅱ

ミクロ経済学に関する基礎知識を学んだう
えで、公務員試験に出題される問題レベル
に対応できる実力を養成する。 １

前
40 2 ○ ○ ○

56 ○ 経済学演習Ⅰ

経済学Ⅰ及び経済学Ⅱで学んだマクロ経済
学とミクロ経済学の基礎知識を踏まえ、問
題演習を中心に、公務員試験に出題される
問題レベルに対応できる実力を養成する。

１
後

40 2 ○ ○ ○

57 ○ 公法演習Ⅰ

憲法Ⅰ及び行政法Ⅰで学んだ憲法と行政法
の基本原理と条文解釈を踏まえ、問題演習
を中心に、公務員試験に出題される問題レ
ベルに対応できる実力を養成する。

１
後

40 2 ○ ○ ○

58 ○ 民法演習Ⅰ

民法Ⅰ及び民法Ⅱで学んだ民法の基本原理
と条文解釈を踏まえ、問題演習を中心に、
公務員試験に出題される問題レベルに対応
できる実力を養成する。

１
後

40 2 ○ ○ ○

59 ○ 行政学Ⅰ

行政学に関する基礎知識を学んだうえで、
公務員試験に出題される問題レベルに対応
できる実力を養成する。

１
後

20 1 ○ ○ ○

60 ○ 経営学Ⅰ

経営学に関する基礎知識を学んだうえで、
公務員試験に出題される問題レベルに対応
できる実力を養成する。

１
後

20 1 ○ ○ ○



61 ○ 政治学Ⅰ

政治学に関する基礎知識を学んだうえで、
公務員試験に出題される問題レベルに対応
できる実力を養成する。 １

後
20 1 ○ ○ ○

62 ○ 財政学Ⅰ

財政学に関する基礎知識を学んだうえで、
公務員試験に出題される問題レベルに対応
できる実力を養成する。

１
後

20 1 ○ ○ ○

63 ○ 判断推理

判断推理、空間把握の問題演習を通じて、
問題で与えられた条件や情報を正確に読み
取る文章読解能力やそれらを整理し論理的
に思考する問題解決能力、立体図形や平面
図形の構造を理解、イメージする空間認識
能力を養成し、確実に正答を導き出す解答
力を高める。

１
前

40 2 ○ ○ ○

64 ○ 判断推理演習

判断推理、空間把握に関連する国家公務員
試験および地方公務員試験の過去問題演習
を通じて出題傾向を把握し、より実践的な
問題への解答力を高める。

１
前

100 5 ○ ○ ○

65 ○ 数的推理

数的推理、資料解釈の問題演習を通じて、
問題で与えられた条件や情報を正しく読み
取る文章読解能力やそれらを整理し論理的
に思考し数式を立てて正確かつ速く計算す
る基礎数学力を養成し、確実に正答を導き
出す解答力を高める。

１
前

60 3 ○ ○ ○

66 ○ 数的推理演習

数的推理、資料解釈に関連する国家公務員
試験および地方公務員試験の過去問題演習
を通じて出題傾向を把握し、より実践的な
問題への解答力を高める。

１
前

100 5 ○ ○ ○

67 ○
就職セミナー
Ⅰ

卒業後の進路選択を考える前段階として、
日々の学生生活を有意義なものとする意識
の高揚を目指す。特に、社会人として必要
とされる基本的なものの見方や考え方・行
動の仕方について理解を深め、礼儀・マ
ナーの修得、面接練習等を重視する。

１
前

20 1 ○ ○ ○

68 ○ 判断推理Ⅲ

判断推理、空間把握に関連する国家公務員
試験および地方公務員試験の過去問題演習
を通じて出題傾向を把握し、より実践的な
問題への解答力を高める。

２
前

100 5 ○ ○ ○

69 ○ 数的推理Ⅲ

数的推理、資料解釈に関連する国家公務員
試験および地方公務員試験の過去問題演習
を通じて出題傾向を把握し、より実践的な
問題への解答力を高める。

２
前

100 5 ○ ○ ○

70 ○
総合人間科学
演習Ⅰ

総合人間科学Ⅰ学んだ社会学、教育学、心
理学に関する基礎知識を踏まえ、法務省専
門職員（人間科学）採用試験の過去問題を
中心とした社会学、教育学、心理学の問題
演習を中心に、公務員試験に出題される問
題に対応できる実力を養成する。

２
前

20 1 ○ ○ ○



71 ○ 卒業研究

専門学校での学習の集大成として、就職先
の業界研究や官庁研究など各学生がテーマ
を考え論文を作成する。

２
通

160 8 ○ ○ ○

72 ○
ビ ジ ネ ス マ
ナーⅡ

ビジネスに必要な基本的なスキルや知識を
習得することで，書類管理やスケジュール
管理，ビジネス文書の作成の習得する過程
で，新しい知識やスキルを身につけ，将来
の業務に取り組むことができるよう習得を
目指す。また，秘書検定合格を目標とす
る。

２
後

40 2 ○ ○ ○

73 ○
コンピュータ
演習Ⅱ

Word、Excel、PowerpointといったOfficeソ
フトの基本操作と活用法を学び、就職後に
必要となるＰＣスキルと身につける。

２
通

20 1 ○ ○ ○

74 ○ 職業実務ⅡＢ

県政出前講座で小学生～大学生向けの講座
を業務とする埼玉労働局の方を招き労働法
講座の実施。個人情報保護委員会の方を招
き、個人情報や情報公開制度などを踏まえ
て文章データ管理について学習する。

２
通

20 1 ○ ○ ○ ○

75 ○ 職業実務ⅡＣ

成人年齢引き下げに伴い、20歳以下の人で
も責任が伴ってくる。多くの金融に関する
被害が多発することが予想されるので、全
国銀行協会の方を招き、これらのことを基
礎から学ぶ。年金や社会保障、租税に関す
る手続きを業務とする日本年金機構大宮年
金事務所の方を招き、公的年金制度・労働
及び社会保険に関する基本的知識にプラス
し租税との関係について講座の実施。

２
通

20 1 ○ ○ ○ ○

76 ○ 職業実務ⅡＤ

企業研修や学生向けのビジネスマナー研修
などを業務としているキャリアフラッグ株
式会社の講師を招き、社会人にとって必須
な知識であるコンプライアンスとハラスメ
ントについての知識の習得を目指し、それ
ぞれの講座を実施し学習する。

２
通

20 1 ○ ○ ○ ○

77 ○
キャリアデザ
インⅢ

官公庁職員による講演を聞き、さらに官公
庁訪問を通じて５年後、10年後の将来の自
分像を具体的にイメージさせることを目標
とする。

２
通

40 2 ○ ○ ○ ○

78 ○
キャリアデザ
インⅣ

自らが志望する官公庁や職種について詳細
に調べ、研究することで、志望先の理解を
深め、それぞれの志望先に確実に就職でき
るだけの実力を養成する。

２
通

40 2 ○ ○ ○ ○

79 ○
キャリアプラ
ンニングⅢ

自己分析や官公庁についての研究を踏ま
え、定式は押さえたうえで他人とは異なる
独創的な内容のエントリーシートの作成を
めざす。また、適性試験でしっかり得点で
きる実力を養成する。

２
通

40 2 ○ ○ ○



80 ○
キャリアプラ
ンニングⅣ

過去に出題されたテーマを基礎として論作
文を作成することができる力を養成すると
ともに、近年実施されることとの多くなっ
たプレゼンテーションを効果的に行える実
力を養うとともに模擬面接を通じて面接対
策を行っていく。

２
通

40 2 ○ ○ ○

81 ○
トレーニング
演習Ⅲ

トレーニング演習Ⅰ、Ⅱを基本とし、各部
位別のトレーニングマシンについて深く学
び、また実践的なフリーウェイト種目も取
り入れ、公務員体力試験に則した内容を実
践していく。

２
後

20 1 ○ ○ ○ ○

82 ○
スポーツ総合
演習Ⅲ

公安系公務員合格に向け、２次体力試験対
策を中心に、基礎体力・基礎筋肉量の増加
を目的としたトレーニングを行う。体力測
定、個別のトレーニング計画案とトレーニ
ング実施方法への正しい知識の習得を目指
す。

２
後

40 2 ○ ○ ○ ○

83 ○ 運動方法Ⅱ

運動に必要となる栄養素の基礎と応用を学
び、身体作りをする上で必要な食事管理に
ついて正しい知識を習得する。また健康管
理についても学び、スポーツを行う上での
危険性についての理解を深める。

２
後

20 1 ○ ○ ○

84 ○
スポーツ科学
論Ⅱ

スポーツ活動中に発生するケガや病気の特
徴とその適切な対応及び予防方法を理解を
深める。運動・身体活動による生体の生理
学的応答及び効果について、解剖生理学の
基礎的知識を含め、応急救命対処に必要な
事柄についての基礎を理解する。

２
後

20 1 ○ ○ ○

85 ○ 経済学演習Ⅱ

経済学演習Ⅰで培ったマクロ経済学とミク
ロ経済学に関する理解と財政学Ⅰで学んだ
財政学に関する基礎知識を踏まえ、国家公
務員一般職（大卒程度）を中心とした憲法
と行政法の問題演習を中心に、公務員試験
に出題される問題レベルに対応できる実力
を養成する。

２
前

40 2 ○ ○ ○

86 ○ 公法演習Ⅱ

公法演習Ⅰで培った憲法と行政法に関する
理解を踏まえ、国家公務員一般職（大卒程
度）を中心とした憲法と行政法の問題演習
を中心に、公務員試験に出題される難易度
の高い問題に対応できる実力を養成する。

２
前

40 2 ○ ○ ○

87 ○ 民法演習Ⅱ

民法演習Ⅰで培った民法に関する理解を踏
まえ、国家公務員一般職（大卒程度）を中
心とした民法の問題演習を中心に、公務員
試験に出題される難易度の高い問題に対応
できる実力を養成する。

２
前

40 2 ○ ○ ○

88 ○
政治学・行政
学演習Ⅰ

政治学Ⅰ及び行政学Ⅰで学んだ政治学と行
政学に関する基礎知識を踏まえ、国家公務
員一般職（大卒程度）を中心とした憲法と
行政法の問題演習を中心に、公務員試験に
出題される問題レベルに対応できる実力を
養成する。

２
前

40 2 ○ ○ ○



89 ○
経営学・財政
学演習Ⅰ

経営学Ⅰ及び財政学Ⅰで学んだ経営学と財
政学に関する基礎知識を踏まえ国家公務員
一般職（大卒程度）を中心とした憲法と行
政法の問題演習を中心に、公務員試験に出
題される問題レベルに対応できる実力を養
成する。

２
前

40 2 ○ ○ ○

89

期

週

２　企業等との連携については、実施要項の３（３）の要件に該当する授業科目について○を付すこと。

１学年の学期区分

１学期の授業期間

（留意事項）

卒業要件及び履修方法 授業期間等

１　一の授業科目について、講義、演習、実験、実習又は実技のうち二以上の方法の併用により行う場合
  については、主たる方法について○を付し、その他の方法について△を付すこと。

2

20

卒業要件：
成績評価において合格した科目の授業時間数の合計が1,720単位時間
以上になること。

履修方法： コース選択により履修科目が決定する。

合計 科目 171 単位（単位時間）


